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フランスにおける集合著作物制度

長塚真琴事

はじめに

企業の主導の下，多数の者が倉r1f乍に関与した著作物の権利関係の処理につい

て，フランスでは古くから特別の解決がなされてきた。それが集合著作物制度

であり，現在では同制度に関する判例・学説の集積がみられる。本稿では，集

合著作物制度の概要(関係規定の解釈)と同制度のフランスにおける評価を紹介

し，日本法への示唆を導くことを目的とする。

三集合 著作 物の 要性 ，物

まず.ある箸作物が集合著作毒とされるための要件について検討する。

フランス知的財産法典L.113-2条 (1957年法9条)3項。は，

「自然人又は法人の発意に基づいて創作される著作物でその指示とその名の

下に出版し，発行し，及び公表するものであり，かっ，その作成に参加する異

なる著作者の個々の寄与が，その実現される全体について各著作者に個別の権

利を付与することができることなく，その寄与の作成の目的である全体の中に

融合しているものは，集合著作物という。」

と定めている。この定義規定は，集合著作物の制作に際して「自然人又は法

人」が果たす統合の役割，および「異なる著作者」の.断片的な創作行為を通
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じた制作への寄与に関l.それぞれ一定の要件を課すものとして説明されてい

る2)。

ここでは，特に議論の活発なところである. I異なる著作者」の寄与につい

ての要件を中心に述べることとする。

1 主導者の役割

条文にいう「自然人又は法人」には，説明の便宜のため名称が与えられるの

が通常である。名称は論者によって異なるが，意味内容は同じである丸木稿

では，主導者 (promo岡山)という舗を付することとする九 J 物
主導者は，金銭的に主導権を握るDだけでなく，以下の役割を泉本(l. 著作

物の制作・伝達を実際に指揮しなければならないと考えられてし'A>。条文によ

れば，主導者は，まず制作に「発意」を持つ。すなわち，著f拳の大まかな性

質を決定し(特に，著作物。主題と方針を選択し).個々の寄与の著作!たちを選

ぴ，その労働を調整する。そして，著作物を「その指示とその名叫もとに」公

表する。すなわち，著作物に権利者として自己の名を表示し，かっ陪作物の公

衆への伝達についても主導権を持つのである九

2 制作参加者の寄与

次に要求されるのは.Iその作成に参加する異なる著作者の個々の寄与が，

その実現される全体について各著作者に個別の権利を付与することができるこ

となく，その寄与の作成の目的である全体の中に融合している」ことである。

「異なる著作者 (diversauteurs)Jは当然複数人でなければならないと考え

られているようである(この点を特に問題とする論者はいない)。これにも，説明の

ため様々な名称が付けられるが，ここでは制作参加者 (participants)と呼ぶ九

吉て，時Ij作参加者がどのように制作にかかわった場合に，条文の要し件が満た

されるのだろうか。これについては. 1957年法の立法段階から 2つの具体的

なケース (cas)が考えられていた九そして. 2つのケースから，制作参加者の

寄与に関するそれぞれの要件解釈が導かれている。
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以下では，それぞれのケースと，そこから導き出される要件解釈をみていく

こととする。

(ー) デポワ説による解釈

これは，百科事典 (encyclopedi目)のように，主導者の指揮の下，制作参加

者は，自分の専門領域として割り当てられた部分だけを執筆しているケースか

ら導かれた解釈である。この場合には，各制作参加者の寄与(個別由記事)は，

百科事典が完成すればその中に「融合」するといえる。百科事典の他には，新

聞や雑誌もこのケースに入れられる。

その際，主導者は，個々の部分についても全体の構成についても決定し，そ

の役害1)が集合著作物全体に及ぶが，制作参加者は部分的な寄与をなすにすぎな

い九そして，主導者と個々の帝Ijf乍参加者との間に垂直的で相互的な関係があ

るだけで，参加者相互の聞には関係がない10)。

デポワによれば. 1957年法の立法者は，集合著作物としてこのような著作

物を想定していたという。デボワは，立法者の意図に照らし，各著作者への

「個別 (distinct)Jの権利付与が不可能という現行条文の要件は，制作参加者の

それぞれに，著作物の全体についての「不分割 (indivis)J 11)の権利を与えるこ

とができないという意味に解すべきであるとする皿位l下，己の考え方をデポワ説

という)。

この場合には，著作物の全体についての著作者の権刺は制作参加者の誰にも

与えることができないので，主導者のみがそれを享有することになる。

1978年に初めて，デボワ説は破駿院により承認されるに至った13)。破穀院は

それまで，後述の広義説の解釈を前提として集合著作物概念を広く解してい

た1')。しかし. 1978年5月17日の第l民事部判決では，破段院はデボワ説に

賛同したと考えられている。同判決は，制作参加者らが筆記用具入れのモデル

について不分割の権利を有するなら，原告会社が主導者の役割を果たしたとし

ても，著作者の権利は与えられないとした。下級審のものも含めて，現在，こ

の説に従う判例は多数にのぼる1')。
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デポワ説に対しては. I個別Jを「不分割jと言い換えるのは不自然だとい

う批判がなされることもある1九しかし.I寄与の融合」それ自体が「個別の

権利を付与すること」の不可能を意味するとする解釈((二)で紹介する広義説〕

に比べれば，むしろ，より条文に忠実であるともいわれている問。

デボワ説を支持する学説は多い回。その理由は，デボワ説をとれば，以下に

示すように少なくとも理論上は，集合著作物と共同著作物の混同を避けられる

からであると思われる。

個々の制作参加者に不分割の権利を与えうるのは，共同著作物(法典L.113-2 

条1項. 1957年法9条l窃の場合である問。比喰的にいえば，共同著作物は，

共同著作者聞の水平的な協力の果実であるのに対して，集合著作物は，企画の

責任者 (chefd'entreprise)に垂直的に導かれて作られるものである醐。

しかし，実際どのような場合に制作参加者に不分割の権利を付与し得ないこ

と(つまり共同著作物でないこと)を認めるかについて，破段院による明確な基準

があるわけではない21)。デポワも. I制作参加者相互聞に協力がない場合Jを

基準とすべきであるとしか述べていない問。

今日では，立法当初想定された百科辞典や辞書などの文学的著作物(田uvres

litteraires)の範囲を超えて，造形芸術やファッションの創作を含む様々な場

合について，労働契約や委任契約の下で作成された著作物をめぐる権利関係の

問題を解決する目的で，雇用者や委任者により集合著作物の主猿がなされるこ

とが多いが叫デポワ説は，集合著作物概念の，様々な種類の著作物に対する

拡大適用を抑制する働きをしてきている。デポワ説をとり，集合著作物の成立

を認めなかった判例としては. 1979年 11月6日破殴院第 1民事部判決叫，

1987年4月7日破段院商事部判決却がある。

このような判例は，実際に創作行為をなした者が著作者となるという著作権

法の原則を重視する立場からは賛同を得ている加。しかし，主導者にとって不

便な結果となることを批判する見解もみられる問。
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(二)広義説による解釈

ー方で， 7カデミー辞典 (Dictionnairede l' -Academie)の例から導かれる

解釈がある。アカデミー辞典は， 1957年法の立法のため知的所有権委員会に

よって 1945年に作り上げられた法案の段階で，集合著作物の例として挙げら

れるようになった回。

アカデミー辞典とは， 40名のアカデミー・フランセーズ会員によって編集

される，標準フランス語の辞書である。個々の語の定義の検討は，複数の会員

によって行なわれる。ある語の検討会議において誰が定義を決定したか，すな

わち，その語義について著作者となるのは誰かを決定するのは困難であり，原

則からすれば，語義の 1つ1つを担当者らの共同著作物とせざるをえない。ま

た，検討会議の出席表をもとに，どの語義をどの会員が担当したかを特定する

のは，不可能ではないが，容易なことではない。全ての語義が，このようにし

て，委員のうちの何人かの共同著作物となる。この場合，アカデミー辞典を利

用しようとする者は，利用したい部分を担当した委員の全員から許諾を得なけ

ればならない。以上のような複雑さをみれば，権利の集中が必要であることは，

容易に考えつくであろう，と説明される冊。

このケースでは， I寄与」は各語義の中に「融合JL，さらに各語義が「全

体」の中に「融合」しているといえる。そしてここから， I寄与の融合」それ

自体が「個別の権利を付与すること」の不可能を意味し， I個別の権利を付与

することができることなく」という文言には闘有の意味はないとする解釈(以

下，広義説という)が導かれる。

広義説による判例も，破穀院のそれを含めて少なくない。まず，この解釈を

とった 1977年 3月1日I政投院刑事部判決叫があり，その後，デポワ説による

前出の 1978年 5月17日破段院第 l民事部判決がなされた。しかしその後また，

1980年 10月21日破段院第1民事部判決叫が「共同作業者の聞の着想、の共有お

よび協力は，必ずしも集合著作物の存在を否定しない」と判示していることは

注目に値する。そこで，判例はデポワ説と広義説の聞を揺れ動いていると評価

される曲。
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広義説には，条文の文言は意味あるように解すべきだとの批判があるお}。ま

た，広義説によると，集合著作物と共同著作物との区別は理論上もきわめて困

難となる。

たとえば，前述したアカデミー辞典では，各制作参加者が辞典の全体につい

て不分害rJの権利を享有することを妨げない。これは，理論上は共同著作物その

ものである。しかし，第 lのケースとは別の理由で，すなわち，権利関係の複

雑化を避ける必要から，共同著作物ではなく集合著作物と認められるべきであ

るとされる叫。また，造形芸術やファッ V ョンの創作について，研究所や会社

の内部における創作の場合などに，集合著作物の存在を認める判例がある。前

掲1977年3月1日刑事部判決はその 1つであるが， ここではアカデミー辞典

と同様の複雑な制作関係があることが認められており，結論として集合著作物

の認定をしたことは学説上も支持されている却。

しかし，広義説をとった上で，アカデミー辞典におけるほど制作関係が複雑

でないにもかかわらず，集合著作物の認定をする判例もある。たとえば. 1970 

年7月1日破段院第1民事部判決がそれである醐(帆船航海に関する百科事典をめ

く、る事案。特に有名なので被告名でグレナン(Glenans)判決と呼ばれる)。このよう

な集合著作物概念の拡大適用は，行き過ぎであるとの批判を招いている町。

しかし一方では，グレナン判決を支持し，集合著作物概念は寛大に適用される

べきと主張する学説もある胡。

1) フランス知的財産法典は1992年7月1自の法律第597号による。第1部 (Livre1)が著作権法

である。これは.1957年8月 11日法， 1985年7月3日法を中心に，開時諸法を統廃合l.体系

的に並べ直したもので，内容的変更はない。本稿では，便宜のために旧法の長文番号を併記した。

また，条文の訳は，大山幸房訳『外国著作権法令集ωフランス編J(批)著作権資料協会， 1985 

年)に依拠している。

2) J.白'"'国. Les au vres∞lIectiv田 endroit fr剖 ca同 RIDAno. 102 (1町田， p.13ets.

剖 たとえばI C. Colombet， Propriete litterai同 etartistique et droits voisi.四， 6・ed..Dalloz. 

1992， p. 132およびクロード・コロンベ著/宮揮博明訳『著作権と隣接権J(第一書房， 1田0年)

155頁では，同alisateur絵図書)とされる。他にも， P. Desjonquer也5，Les Droit d' Auteur 

Guide Juridique et Fi釦叫LesEditions JURIS Service、1990，p.56でcoordinateur(調整者)， 

Y. Reboul， Quelques reflex:ions 5Ur l' auvre collective， Mをlangesdedies a Paul Mathely， 

Litec. 1990. p. 301でiniti.ateur佐導者)などとされる。
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4) Cedras， op. cit.. p. 15 

5) A. R. Bertrand， Le droit d'αuteur et les Droi白 Voisins，M田 son，1991， p. 295 

6) Desjonqueres， op. cit.， p. 56. 

7) Cedras， op. cit.， p. 17 

8) H. D由 bois， Le droit d'auteur en Fr.四時 3'ed.， Dallo為 1978.p. 200; R Dumas， La 

propri'et'e litteraire et町出tique，P. U. F. Themis， 1991， p. 129 

9) Desjonqueres，叩 cit.， p. 56. 

10) Reboul， op. cit.， p. 301. 

11) 共有。 1つの財産あるいは 1つ白財産の総体に，異なる人によって閉じ性質白権利が行檀され，

結合することによって生じる状態。己申場合，物理的に詮体を)部分に分割することはできな

い。 Termesjuridiques (1O・ ed.)， Dalloz Lexique， 1995， p. 300 

12) Desbois. op. cit.， p. 201 et s. 

1副 Cass. Civ. I.. 17 mai 1978， Ann. prop. ind. 1979.. 364 ; D.S. 1978. 661， note Desbois ; 

RIDA no. 99， j田v. 1979， p.159.筆記用具入れのモデルに関する侵害事件。

14) C田s.Crim.. 1"' mars 1977， D. S. 1978. 223， note Plaisant. (二Jで紹介する 1977年3月

1日破思院刑事部判決。

15) A. Lucas， Juris-Classeurs Propriete liCteraire et artistique， F田 c. 306. (m凶 1990)no 

103. 

1同 Ibid.. 00. 104. 

17) Bertrand. op.αt.. p.293 

18) Dum田， op. cit.. p.128. ; Desjonqueres， op. cit.. p. 58 ; Reboul. op. -cit.， p.301. 

19) フランス白共同著作物概念は，日本著作権法上のそれと大差ないと考えてよいと臣、われる。

20) P. -Y. Gautier. Propri~te litter.ωre et artistique. Presses Unive問 itairesde France， 19 

91. p.449 

21) Lucas， op. 叫， no.l03 

22) Desbois. op. cit.. p_ 203. 

23) Desjonqeres. op. cit.， p. 57. 

24) C田 s. Civ. 1.. 6 nov. 1979， Bull. civ. I. n. 272; D.1980， 168; D. S. 1981， inf. rap. 

82， obs. Colombet 鞄白モデルについて。

25) Ca田. Com.， 7 avril 1987， RIDA no.133， 1987. P. 192 : JCP. 1987， II， 2086a ソファー

のモデルについて。

26) Colombet. op. cit.， p.91. 

27) R. Plaisant. Juris-Classeurs Propri~té litt~raire et artisique， F回 c.306. (nov. 198白no.33

28) Desbois， op. cit.， p. 200 

29) Ibid.. p. 201 ; Dumas， op. ciιp. 129 eも8

30) Cass. Crim.， 1" ma四 1977.precite アパレル会社白従業員が作成したドレス白モデルに

つL、て。

31) C田s. Civ. ].. 21田t.1980， Bull.αv. 1， n. 265; D丘 1981，inf. rap. 82. obs. 

Colombet 企業のマークについてe
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32) Bertrand， op.αt.. p. 293 et s. 

33) L山田. op. cit.. no. 100. 

34) D田bois， op. cit.. p. 2白

35) Dumas. op. c弘. p.130. 

36) Cass. Civ.. 1" juill. 1970. D. 1970. 769 破製院はこ白判決で，グレナン航海センターと

いう法人によって出版された全3巻から成る帆船航程は，その第1巻の編集作業が制作書加者白

うちの l人に全面的に任されていたにも関わらず，全体として集合著作物であると認定した。

37) Lucas， op. cit.. no. 100. 

38) Plaisant， op. cit.. nO. 32・33

三集合著作物の効果

次に，ある著作物が集合著作物とされた場合の効果について検討する。

法典L.113-5条 (1957年法 13条)は，

「集合著作物は，反対の証拠がない限り，集合著作物がその名の下に公表さ

れる自然人又は法人の所有に属する。

2 この自然人又は法人は，著作者の権利を付与される。」

と定める。

これは， フランス著作権法上の例外規定をなすものである。フランスの著作

権法では，著作者の権利を享有するのは実際に精神的創作行為を行なった自

然人であるというのが原則である(著作者自然人主義，法典 L.1l1-1条 (1957年法

I条).法典 L.113-2条(1957年法9条)1項参照しところが，集合著作物の主導者

は創作行為をなしているとはいえず，むしろ創作行為の補助者として扱われる

べきであるとされる冊。このように実際に創作行為をしない者が，著作者の権

利を付与されることは，集合著作物の場合においてのみ例外的に許容されてい

ると解されている40)。 /元r
//8 

そこで，これはi法的擬制であると説明される。本釆なら，いったん制作参加

者に発生した著作者の権利のうち，著作権のみが契約によって主導者に譲渡さ

れるはずであるところ，この規定により，著作権に認められる全ての権利が，

制作参加者を経ずに主導者に直接発生することとなる，と。そして，この法的

擬制が，主導者にとっては，譲渡の推定よりさらに強力な武器となるとも指摘
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される<ll。なお，主導者のことを「法律上の著作者 (auteurjur・idique)Jと呼ぷ

論者もいる叫。以上のような説明は，主導者への権利付与を，著作権法の原則

を変更することなく説明しようとする試みであるといえる。

主導者が，その所有する集合著作物について，著作者の権利をこのように擬

制される結果，集合著作物全体の利用はたいへん容易になる。全体を利用しよ

うとする者は，主導者の許諾を得ればよいからである。以下，法典L.113-5条

をはじめとする関係条文の解釈を，具体的にどのような効果が生ずるかに着目

しつつ，著作者人格権と著作権とに分けてみていこう。

1 著作者人格権

集合著作物が完成されて，その一体性が認められるときに，集合著作物の全

体について著作者人格権の属性を行使できるのは，主導者である。主導者が発

表し，公表した百科辞典の要約が無断で出版されたことに対して異議申立でき

るのは主導者である。

しかし，集合著作物の各部分に関しては，市リ作参加者は著作者人格権を享有

し続けることができる。その寄与が統合されている著作物の性質がどのようで

あっても，制作参加者から著作者人格権を剥奪することはできない。つまり，

制作参加者は，自らの創作の一部分を主導者が削除したり変更を加えたりした

場合には，異議申立することができる。

しかし，制作参加者の著作者人格権は制限されており，著作物全体を調和さ

せるための変更は，受け入れなければならない。氏名表示権についても，個々

の寄与についていちいち制作参加者の名を表示することが，著作物の性質上適

当でない場合には，表示は省略できるとされる。ただし，制作参加者は，集合

著作物の創作に参加したことを表示される権利を持つ冊。

2 著作権

主導者は，当然に，すなわち制作参加者からの権利の譲渡を必要とすること

なく，著作物の全体に関する財産権を与えられる400
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4タ〉
一方，集合著作物の各部分ψういての著作権は，制作参加者が保有する。そ

のため，制作参加者には各lの寄与に対する報酬が支払われることになる。フ

ランスでは，著作権の譲渡における著作者の報酬は，著作物の販売文は利用

から生ずる収入に比例する関与を伴わなければならない(法典 L.131.4条 (1957

年法35条)1項)。しかし，集合著作物の制作参加者の報酬は，例外的に定額払

としうる(法典 L.131.4条 2項以下. L. 132.6条 (1957年法 36条))。破段院も，

1976年 5月24日第 1民事部判決においてこのことを認めており，学説上も承

認されている岨。

ところで，寄与の再利用については争いがある。前掲 1976年 5月24日判決

は，集合著作物の制作に際してなされる契約に反対の条項がない限り，主導者

たる出版社は，集合著作物に収録された個々の寄与の再利用を，告IH'F参加者に

追加報酬を支払うことなく自由になしうるとした。しかし，新聞の発行に関す

るL.121-8条 (1957年法 36条3項後段・ 4耳号制)の適用を全ての集合著作物につい

て普通化すべきだという主張もみられる岨。この主張によると，再利用の権利

は制作参加者が専有することになる。

8剖 Cedra.s， op. .cit.. p. 27 ; Colombet. op. cit.， p.91; Luc曲， op. cit.. no.105， 108 

4帥 なお，従業員によ勺て作成されたソフトウ品アについては，著作橿が庖用者に自動的に譲渡さ

れる旨の規定がある(法典 L.113.9晶(1985年法45晶))。たいへん興味深い規定であるが， これ

についての検討は今後の課題とする。

41) Gautier. op. ciム. p.449. 

42) Cedr同 op.cit.. p.17. 

43) Colombet. op. cit.， p. 132 ; Bertrand， op.αt.. p. 296 et s 

44) Colombet. op. c比， p. 154. 

45) フラシスでは.f譲渡」という語が「利用栂の設定」を指す場合がある。 Ibid.， p.206. 

46) Cass. Civ. 1. 24 mru 1976. Bull.αu. I， n. 193; D. S. 1976， somm. 80 ; RIDA no. 91， 

janv. 1977， p.l05 百科事典について。この判決に賛成する学説としてI Plaisant. op.αt .. 

35 ; Gautier. op αt.. p. 449 

47) 条文は以下の通りである。 fL.121.8晶著作者のみが，そ由記事及び論説を編集物に集録す

る権利並びに編集物由形式によゥてそれらを発行L.又はそれら白発行を許諾する権利を有する。

2新聞紙又は定期編聾物においてこのように発行されるすべて白著作物に閲して，著作者は，

E対の契約がある場合を除さ，形式のいかんを間わずその著作物を複製させ，及び利用する極利

を保持する。ただし，そ白複製又は利用が，新聞紙又は定期編集物と競争する性質のも白でない

ことを条件とする。J
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48) Colombet， op. cit.， p. 154 

四 集合著作物制度の評価

次に，集会著作物制度についてフランスでなされている評価を紹介する。

1 職務上の著作物に関する特別規定の代替的機能

まず指摘されるのは，職務上作成される著作物との関係である。すでにみた

ように，集合著作物の要件には，時rJf'乍参加者と主導者の聞に雇用関係があるこ

とは含まれない。しかし，雇用者たちは，職務上作成された著作物の著作権を

直接手に入れるために集合著作物の主張をすることが多いと指摘されている冊。

フランスには，後述する日本の著作権法15条1項のような，職務上の著作物

に関する特別規定はないが冊，集合著作物制度はそのような特別規定の代替的

役割を担っているのである。そのため，本稿でとりあげた判例からも窺えるよ

うに，集合著作物概念、の適用範囲が，造形芸術やファッションの創作をも含む

あらゆる分野の著作物へと拡大される傾向が生じている。しかし，集合著作物

概念色立法者の意図したところを超えて文学の著作物以外に広く適用するこ

とに疑問を表明する学説もある51)。

2 集合著作物制度に対する立法論的批判

一方，創作行為をなした者が著作者となるという著作権法の原則にJ忠実であ

ろうとすれば，このような制度を認めること自体が適当でないということにな

る。現に，集合著作物制度の存在そのものを批判する学説も決して少なくな

い冊。デボワは. I集合著作物はヒューマニズムに満ちた法律に対する侵入者

の様相を呈している」と述べている問。

このような立場を突き詰めていくと，集合著作物制度は廃止されるべきであ

るという立法論的主張に帰着する。以下，そのようなもののうちの一つである

セドラの主張の要旨を紹介する。

セドラは. 19世紀初頭に遡って集合著作物概念の生成過程を分析し， この
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概念の背景には， I著作者」とは創作者のみを指すものではなく，他人に作品

を制作古せ，制作の経済的責任を負って，それを世に出す (do回rle domaine 

public)者，すなわち maitred'田 uvreをも指すという考え方があったことを

指摘する刊。ここではセドラは，ディド (Didot)事件闘を紹介している。これ

は，集合著作物概念を完成に導いた，古いが重要な裁判例である。歴史上の人

物に関する百科事典の偽版 (contrefacon)をめぐって長年にわたり争われた事

案であり，百科事典の個々の記事は公有 (domainepublic)に帰していたにも

かかわらず，百科事典全体についての偽版から maitred'田uvreとしての出版

社を保護した点に特徴がある。

集合著作物制度はこのような経緯を経て，ある種の著作物に対する公衆のア

クセスに資するためというよりはI maitre d'田 uvreである出版社の請願が強

かったために， 1957年法に導入されたのだとされる。そしてセドラは結論と

して，集合著作物を「組み合わせ著作物J(1'田山田 coordonne)と命名し直し，

これに適用されるべき法律関係を当事者が明示的な契約で選択できるようにし

て，集合著作物概念を空洞化するべきであり，さらには，集合著作物に関する

規定を廃止し，著作権制度を一本の道に統合し直すべきであろうと主張してい

るお)。この考え方は，コロンべによって支持されている問。

49) J. -M. Mousseron et J. Schmindt， Les creat時間 d'employ白，M基lang.出品diesa Paul 

Mathely， Litec. 1990. p. 281 

50) なお，法典L.111.1条 (1957年法1条)1項および3項には，

fL. 111.1提精神的著作物の著作者は，その著作者に関して，自己が創作したという事実の

みにより，排他的でかっすべての者に対抗L得る無形の所有権を享有する。

3 精神的著作物の著作者による嶋託契約又は労務契約の存在又は締結は，第 1項で認められ

る権利の草有になんらの抵触をもたらすものではない。」と規定されている。

51) Colombet. op. cit.， p.89. 

52) Bertrand， op.αt. I p.297 

53) Desbo凪 op.cit.， p. 206.デポワは，ラジオ放送や映画白著作物をめぐる解決(法典L.113. 

7晶・ L.113.8条 (1957年法14条・ 18条))が，著作者自然人主義に則ったものとなった己とも，

批判の根拠に挙げている。

54) Cedras. op. cit.. p. 7 et s なお mait児 d'auvre(メートルドゥーヴル)由定訳はないが.

己こではコロンベ/宮揮前掲書但2頁他)に従い， f著作物の支配渚」としておし本稿でいう主

導者はこれに吉まれる。

60 著作権研究 No.22 (1995) 



55) p町 is，4 mars 1853， S.53， 1， 550; Cass. Crim. I 16 juUl. 1853. S. 53. 1. 545; Amiens. 

l' dec. 1B53， D. P. 55， 2， 156; C曲 :5. Crim.. 4 mai 1854，丘町I 1， 50; Orleans. 10 

juill. 1854. S. 55. 1. 51 この事件も特に有名で一般に被告の名で呼ばれる。

56) Cedra.s. op. cit.， p. 69 et s. 

57) Colombet. op. cit.. p.94. 

五むすびにかえて 日本法への示唆一一

最後に.日本法への示唆について検討する。

集合著作物は，フランス著作権法の体系上「複数の著作者による著作物」あ

るいは「集団的創作」の一種として説明される問。日本の著作権法には同ーの

概念は見出されない。日本法上の概念のうち，編集著作物(著作権法12条)，職

務上作成する著作物(著作権法15条1現と関係があることは認められるが，以

下にみるように関係は複雑である。

辞書，百科事典，新聞，雑誌といった典型的な集合著作物は，日本では編集

著作物(著作権法12条}として保護されると思われる5%

この際，たとえば新聞の編集担当者の創作行為は，従業員の職務上の著作行

為とされることから，著作権法 15条が適用される。したがって新聞全体につ

いて，新聞社が著作者となる。そればかりか，新聞の個々の記事についても，

署名記事てはい限り著作権法 15条 1項が適用され，新聞社が著作者となる。

このように著作権法 15条 l項には.従業員の「職務上」の創作という集合

著作物にない要件があるが，それさえ満たせば，適用範囲は非常に広い。たと

えば，複数の従業員によって制作されることは要件ではなく，従業員が1人で

創作した著作物であってもよい。この点で，同条項は集合著作物制度よりも雇

用者にとって有利となっている。また，雇用者が明文で「著作者」とされてい

る点もフランスと異なる。

ところで近年，著作権法 15条 1項を，フランス著作権法の集合著作物に相

当すると解されるものに限り適用すべきであると主張されている冊。著作権法

15条l項の立法の際に集合著作物制度が参考とされた経緯がある叫とはいえ，

職務上作成する著作物の要件と集合著作物の要件との相違は大きく，解釈論と
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しては困難が多いことを否定しえない。しかし，解釈論の枠を超えたところで

は，この見解は傾聴に値する。なぜなら，本稿でみてきたように，集合著作物

制度は本来職務上の著作物をめぐる問題を解決するための制度ではないが，そ

の解釈・運用においては，従業員である著作者の人格的・財産的権利の確保の

要請と，職務上の著作物をめぐる取引関係の簡易化の要請との聞に，一定の調

整方法が示されていると考えられるからである。著作権法 15条 l項が取引関

係の簡易化の要請のみを重視していることと比較すれば，この調整方法には学

ぶところがあると思われる。

一方，著作権法 15条 l項と集合著作物制度は.実際に創作行為を行なわな

い者に，著作者人格権をも含めた著作者の権利を付与するという効果の点では，

類似していると考えられる。日本でも，箸作権法 15条 1項で法人を含む雇用

者が「著作者」とされていることについては，同条項は雇用者を著作者と擬制

しているにすぎないとの解釈論綴制説)がかねてから主張されている問。集合

著作物の主導者に「著作者の権利」が付与されていることに対するフランスの

学説の説明は，日本における擬制説と共通の，著作者自然人主義という基礎に

立っており，擬制説に比較法的な娘拠を与えるものと考えられる。

5帥 Colombet.op. cit.. p. 79 et s. ; Dum田 . op. cit.. p.118 et s. ; Gautier. op. cit.. p. 

447 et 5 

5叫 日本の編集著作物には.フランス由混合著作物自'auvrecomposite)および集合著作物に相当

するも白が吉まれることに注意を要する。

法典L.112.3条(1957年法4晶)によれば，既存の著作物からの「紫材の選択及び配列によっ

て知的創作物を構成する」著作物備文集なのは，怯典L.113.2条(1957年法9条)2項にいう

「新規の著作物で既存の著作物がその著作者の協力なしに合体されているも白J.すなわち混合著

作物と Lて保護される。集合著作物は，各構成要素もその集合著作物のために新たに作られる点

で，混合著作物とは異なっている。なお，法典L.112.3条の形成過程についてI Colombet. op 

cit.. p. 39 et s. 

60) 千野直邦「法人著作の概念 一世界の著作権法に見られるこっ白潮流H半田正夫教授理暦記

意論文集民法と著作権法の諸問題J(法学書院.1993年)521頁。

61) 山本桂一，野村義男，佐野文一肌菊井康臥伊藤正巳伺会)r新著併桓セミナー第S凹『ジュ

リスト1470号 (1971年:)94頁，千野前掲曹521頁。

62) 半田正夫『著作権法概鋭傑六周H一位社.1992年)69頁，中川甚之助・阿部浩二編『改訂

著作権侵用法津事典1的J(第法規出版.1980年)100頁〈半田担当部分〉。
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